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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】
 

種類 発行数 内容

普通株式 191,700,000株
完全議決権株式であり、株主としての権利内容に何ら
限定のない当社における標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であります。

 

(注) １．本有価証券届出書による当社普通株式に係る募集(以下「本第三者割当」といいます。)については、2025年

９月26日開催の当社取締役会において決議しています。

２．本有価証券届出書の対象とした募集は、会社法(平成17年法律第86号)第199条第１項の規定に基づいて、当

社の保有する当社普通株式191,700,000株(以下「本株式」といいます。)の自己株式処分(以下「本自己株式

処分」といいます。)により行われるものであり、金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令

第９条第１号に定める売付けの申込み又は買付けの申込みの勧誘となります。

３．本自己株式処分に関連して、2025年９月26日に、割当予定先である伊藤忠商事株式会社(以下「割当予定

先」又は「伊藤忠商事」といいます。)との間で資本業務提携(以下「本資本業務提携」といいます。)に関

する契約(以下「本資本業務提携契約」といいます。)を締結します。

４．目的となる普通株式に係る振替機関の名称及び住所は次のとおりであります。

　　名称：株式会社証券保管振替機構

　　住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号

 
２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】

 

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 191,700,000株 51,375,600,000 ―

一般募集 ― ― ―

計(総発行株式) 191,700,000株 51,375,600,000 ―
 

(注) １．第三者割当の方法によります。

２．発行価額の総額は、本自己株式処分に係る会社法上の払込金額の総額であります。なお、本有価証券届出書

の対象とした募集は、自己株式処分により行われるものであるため、払込金額は資本組入れされません。

 
(2) 【募集の条件】

 

発行価格
(円)

資本組入額
(円)

申込株数単位 申込期間
申込証拠金
(円)

払込期日

268 ― 100株 2025年10月14日(火) ― 2025年10月14日(火)
 

(注) １．第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

２．発行価格は、本自己株式処分に係る会社法上の払込金額であります。なお、本有価証券届出書の対象とした

募集は、自己株式処分により行われるものであるため、払込金額は資本組入れされません。

３．払込期日まで、割当予定先との間で総数引受契約を締結しない場合は、本自己株式処分は行われないことと

なります。

４．申込みの方法は、割当予定先との間で総数引受契約を締結し、払込期間に後記払込取扱場所へ発行価額の総

額を払い込むものとします。

５．払込期日に割当予定先から申込みが行われなかった株式については失権となります。

６．本自己株式処分は、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の効力が発生していることを条件としておりま

す。
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(3) 【申込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社セブン銀行　企画部 東京都千代田区丸の内一丁目６番１号
 

 

(4) 【払込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社セブン銀行　法人営業第一部 東京都千代田区丸の内一丁目６番１号
 

 

３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。

 
４ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

51,375,600,000 9,000,000 51,366,600,000
 

(注) １．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２．発行諸費用の概算額の内訳は、弁護士費用、有価証券届出書等の書類作成費用等です。

 
(2) 【手取金の使途】

具体的な使途 金　額 支出予定時期

ATM設置を中心とした成長投資 51,366百万円 2026年４月～2027年６月
 

(注)　調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。

 

本自己株式処分による調達資金は、本資本業務提携に伴って見込まれる、新たなATM設置に係る費用やATM機内の

現金充填等に充当することを予定しております。詳細につきましては、「第３ 第三者割当の場合の特記事項　１

割当予定先の状況　c. 割当予定先の選定理由」もご参照ください。

なお、支出予定時期終了後のATM設置については、当社のフリーキャッシュフロー及び新設したATMから新たに得

られるキャッシュフローを活用するほか、その時点での当社業況や外部環境を考慮し、最適な調達手段を検討して

まいります。

 
第２ 【売出要項】

 

該当事項はありません。
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】

a.割当予定
先の概要

名称 伊藤忠商事株式会社

本店所在地 大阪市北区梅田３丁目１番３号

直近の有価証券報告書等
の提出日

有価証券報告書
事業年度　2024年度　(第101期)　(自　2024年４月１日　至　2025年３
月31日)
2025年６月18日関東財務局長に提出

b.提出者と
割当予定
先との間
の関係

出資関係
(2025年３月31日現在)

・当社が保有している割当予定先の株式の数：該当事項はありません。
・割当予定先が保有している当社の株式の数：該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

 

(注)　割当予定先の概要及び提出者と割当予定先との間の関係の欄は、別途時点を明記していない限り、2025年９月

26日現在のものであります。

 

ｃ．割当予定先の選定理由

(1) 本資本業務提携の目的及び理由

当社は、「お客さまの『あったらいいな』を超えて、日常の未来を生みだし続ける。」というパーパスを掲

げ、コンビニエンスストアのセブン‐イレブンをはじめとして、日本全国に28,000台以上のＡＴＭを展開するな

ど、お客さまの生活に寄り添った、多様な金融サービスを展開しています。

また、2021年に策定した「中期経営計画」では、当社の持続的成長に向けて、基幹事業である ATM プラット

フォーム事業の変革と積極的な投資を通じた戦略事業分野での事業多角化を推進するなどの基本施策を掲げてお

り、こうした基本施策のもと、様々な取組みを推進してまいりました。

他方、当社グループを取巻く事業環境は、国内外における物価や金利の上昇、デジタル技術進展に伴う決済手

段の多様化や異業種の金融事業への新規参入等、ここ数年で急速に変化しており、こうした事業環境の変化に対

応しながら、お客さまのニーズに応えた金融サービスをさらに展開・発展させるため、他社との協業・提携も含

めて、幅広く今後の戦略を検討してまいりました。

 

こうした検討の中で、「三方よし(売り手よし、買い手よし、世間よし)」という理念のもと、生活消費分野に

強みを持つ自社の様々な国内外ビジネス基盤を最大限活用しながら、市場や消費者ニーズに対応した「マーケッ

トイン」の発想による新たなビジネスの創出・客先開拓を行っている、総合商社の伊藤忠商事との協業の検討に

至り、本資本業務提携契約を締結することとなりました。

 

本資本業務提携は、両社グループが持つリソースやノウハウを最大限に活用し、新たな金融サービス領域での

価値創出を目指すものです。

具体的には、当社がこれまで培ってきたATMやリテール金融サービスのノウハウを、伊藤忠商事のビジネス基盤

と連携させることで、新たな金融サービスの創出・提供を目指してまいります。本資本業務提携を通じて、両社

はお客さまおよび社会全体にとってより付加価値の高い金融サービスを提供し、双方の強みを活かした協業によ

る革新的なビジネスモデルの構築を目指してまいります。
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(2) 業務提携の内容

当社と伊藤忠商事は、両社グループの企業価値向上のために、以下の項目について互いに協力して取組みを推

進することに合意いたしました。なお、具体的な実施内容・時期などの詳細については、今後両社で協議し決定

してまいります。

・伊藤忠商事の子会社である株式会社ファミリーマートが運営するコンビニエンスストア「ファミリーマート」

の店舗に、当社が運営するATM設備の設置を開始すること。

・クレジットカード事業、決済事業、その他金融事業等に関する両社並びに両社の子会社及び関連会社の間の業

務提携及び資本提携について誠実に協議すること。

 
(3) 資本提携の内容

当社と伊藤忠商事は、業務提携を行うことが両社の企業価値向上に繋がるものと考えており、業務提携を確実

に推進していくにあたり、両社間で安定した信頼関係を築くために、伊藤忠商事が当社の株式を保有する形での

資本提携も行うことで合意いたしました。

なお、今回の資金調達にあたり既存株主への影響も考慮し、その他の様々な選択肢についても検討いたしまし

たが、以下の理由から、伊藤忠商事を割当予定先として、確実かつ速やかな資本増強策である本自己株式処分を

実施することが最善と判断いたしました。

 
①　間接金融(銀行借入)による資金調達や、転換社債型新株予約権付社債を含む社債による資金調達は、負債性

のある資金調達を追加することで自己資本比率の低下を招き、当社の財務体質の維持・強化に資さないこと

②　公募増資や株主割当、ライツオファリングについては、調達に要する時間及びコストも第三者割当によるエ

クイティ・ファイナンスと比べて長期かつ割高となる傾向にあることや、中長期的な企業価値及び株主価値

の向上に資する資本業務提携を伴わないことから、株価に対する直接的な影響を与える可能性があると考え

られること

③　新株予約権による資金調達は、発行時に必要な資金を調達できず、株価の動向により当初想定していた資金

調達ができない、又は、実際の調達金額が当初想定されている金額を下回る可能性があること

 
また、本自己株式処分によって一定の希薄化が生じますが、本資本業務提携に基づき、伊藤忠商事との協力関

係を構築することが、当社の企業価値及び株主価値の向上にもつながるものと判断しています。

なお、伊藤忠商事は、本自己株式処分による当社株式の取得と併せて、必要となる関係当局の許認可等が得ら

れること（伊藤忠商事が銀行法第52条の９第１項に基づく銀行主要株主認可及び競争法に基づく許認可等を取得

していることを含みます。）を条件として、議決権ベースで20％の当社株式を保有するに至るまで市場買付等に

より当社株式を追加取得する意向がある旨を本資本業務提携契約において表明しています。伊藤忠商事からは、

当該追加取得により議決権ベースで20％の当社株式を保有することとなった場合には、当社は伊藤忠商事の持分

法適用関連会社になることが見込まれる旨の説明を受けております。これにより、当社のその他の関係会社の異

動が生じた場合は、速やかに開示いたします。

 
ｄ．割り当てようとする株式の数

割当予定先 割当予定株式数

伊藤忠商事株式会社 当社普通株式　191,700,000株
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ｅ．株券等の保有方針

当社は、割当予定先から、本自己株式処分により取得する当社普通株式について、長期的に保有する意向である

旨の説明を受けております。

なお、当社は、割当予定先から、割当後２年の間、割当予定先が本自己株式処分により取得した当社普通株式の

全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、並びに譲渡株式数、譲渡日、譲渡価

格、譲渡の理由及び譲渡の方法等の内容を当社に書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式会社東京証

券取引所に書面により報告すること、当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することについて、割当日

までに確約書を取得する予定です。

 
ｆ．払込みに要する資金等の状況

当社は、割当予定先である伊藤忠商事の「第101期有価証券報告書」に記載されている連結財務諸表により、伊藤

忠商事が本自己株式処分の払込みに要する十分な現預金その他の流動資産を保有していることを確認していること

から、かかる払込みに支障はないと判断しています。

 
ｇ．割当予定先の実態

割当予定先である伊藤忠商事は、東京証券取引所プライム市場に上場しており、割当予定先が東京証券取引所に

提出したコーポレート・ガバナンス報告書(最終更新日2025年６月20日)において、市民社会の秩序や安全に脅威を

与える反社会的勢力との一切の関係・取引を遮断する方針を明示し、社員への教育啓蒙を定期的に実施するととも

に、取引等の相手方が反社会的勢力に該当しないことの事前確認を徹底する等、必要な社内体制の整備・強化を行

う旨を表明しております。さらに当社は、割当予定先と締結した資本業務提携契約において、割当予定先が反社会

的勢力ではなく、反社会的勢力と何らの関係を有していない旨の表明保証を受けております。これらに基づき、当

社は、割当予定先及びその役員が反社会的勢力とは一切関係がないものと判断しております。

 
２ 【株券等の譲渡制限】

該当事項はありません。

 

３ 【発行条件に関する事項】

(1) 払込金額の算定根拠及びその具体的内容

本自己株式処分の払込金額は、当社適時開示「自己株式の取得及び自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による

自己株式の買付けに関するお知らせ」において当社の親会社であった株式会社セブン＆アイ・ホールディングスの

完全子会社（株式会社セブン‐イレブン・ジャパン、株式会社イトーヨーカ堂、株式会社ヨークベニマル）からの

自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による自己株式の買付けについて公表した2025年６月19日の翌取引日である

2025年６月20日から、当社適時開示「伊藤忠商事株式会社との資本業務提携協議の開始について」において伊藤忠

商事との本資本業務提携の協議開始について公表した2025年８月18日の前取引日である2025年８月15日までの間の

株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）における当社普通株式の終値の単純平均値（小

数点以下第一位を四捨五入。）である268円と決定いたしました。

払込金額の決定に際し、上記期間の平均株価を基準としたのは、特定の一時点を基準にするより、一定期間の平

均株価という平準化された値を採用する方が、一時的な株価変動等の特殊要因を排除でき、算定根拠として客観性

が高く合理的であると考えられるところ、かかる一定期間として、当社の株主構成における重要な変更を伴う上記

自己株式の買付け（当該買付けにより、当社の親会社であった株式会社セブン＆アイ・ホールディングスは親会社

に該当しなくなり、「その他の関係会社」に該当することとなっております。）に関する公表日の翌日である2025

年６月20日から、伊藤忠商事との本資本業務提携に係る協議の開始を公表したことで本資本業務提携によって見込

まれる当社の企業価値の向上が市場株価に織り込まれる前の2025年８月15日までの期間とすることが適切であると

判断したためです。

なお、本自己株式処分の1株当たりの払込金額（268円）は、本自己株式処分に係る取締役会決議日（以下「本取

締役会決議日」といいます。）の直前営業日の当社普通株式の終値290円に対しては7.6％のディスカウント、本取

締役会決議日の直前１ヶ月間（2025年８月25日から2025年９月25日まで）の終値の単純平均値である288.7円に対し

ては7.2％のディスカウント、同直前３ヶ月間（2025年６月25日から2025年９月25日まで）の終値の単純平均値であ

る277.3円に対しては3.4％のディスカウント、同直前６ヶ月間（2025年３月25日から2025年９月25日まで）の終値

の単純平均値である270.2円に対しては0.8％のディスカウントとなっております（いずれも小数点第二位を四捨五

入。）が、これは日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠したものであり、当社は、当
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該払込金額は割当予定先に特に有利な金額には該当しないものと判断しました。

また、当該払込金額につきましては、当社監査役４名（うち社外監査役２名）からも、上記算定根拠による払込

金額の決定は適正・妥当であり、かつ日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠したもの

で、特に有利な払込金額には該当しない旨の意見を得ております。

 
(2) 処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

本自己株式処分に係る株式数は191,700,000株（議決権個数1,917,000個）であり、これは、2025年６月30日現在

の当社普通株式の発行済株式総数（自己株式を除く。）981,485,325株に対して19.53％（2025年６月30日時点（当

社の自己株式の買付け実施後）の総議決権数9,807,557個に対して19.55％。いずれも小数以下第三位を四捨五入）

に相当し、これにより一定の希薄化が生じます。

しかしながら、本自己株式処分及びこれを通じた本資本業務提携のもとでの伊藤忠商事との協業は、当社の企業

価値の向上に資するものであり、最終的に既存株主の利益向上につながるものと考え、本自己株式処分による処分

数量並びに希薄化の規模については合理的な規模であると判断しました。

なお、本自己株式処分は、その希薄化率が25％未満であること、及び支配株主の異動を伴うものではないことか

ら、東京証券取引所の有価証券上場規程第432条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続は要し

ませんが、上記のとおり、希薄化率が19.55％と一定程度の希薄化を伴うこと、また、割当予定先である伊藤忠商事

が、本自己株式処分による当社株式の取得と併せて、市場買付等により当社株式を追加取得する予定である旨の意

向を示していることを踏まえ、既存株主の利益に配慮する観点から、第三者割当に係る企業行動規範上の遵守事項

に準じて、当社経営者及び伊藤忠商事との間に利害関係を有しない、当社の独立社外取締役である平子裕志氏、高

藤悦弘氏及び当社の独立社外監査役である小川千恵子氏の３氏で構成される特別委員会を設置し、本自己株式処分

の必要性及び相当性に関して審議いたしました。その結果、本特別委員会から本自己株式処分の必要性及び相当性

は認められる旨の答申書を2025年９月26日に取得しております。

詳細は、下記「４　大規模な第三者割当に関する事項」をご参照ください。

 

４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

該当事項はありません。

なお、本自己株式処分は、その希薄化率が25％未満であること、及び支配株主の異動を伴うものではないことか

ら、東京証券取引所の有価証券上場規程第432条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続は要しま

せんが、上記のとおり、希薄化率が19.55％と一定程度の希薄化を伴うこと、また、割当予定先が、本自己株式処分に

よる当社株式の取得と併せて、市場買付等により当社株式を追加取得する予定である旨の意向を示していることを踏

まえ、当社の既存株主の利益に配慮する観点から、第三者割当増資に係る企業行動規範上の遵守事項に準じて、当社

経営者及び伊藤忠商事から一定程度独立した者として、当社の独立社外取締役である平子裕志氏、高藤悦弘氏及び当

社の独立社外監査役である小川千恵子氏の３氏で構成される特別委員会による本自己株式処分の必要性及び相当性に

関する意見を入手することといたしました。

この特別委員会より、下記の理由を踏まえ、当社取締役会による本自己株式処分についての決定は当社の既存株主

にとって不利益なものではなく、当社の企業価値向上に資するものであり、本自己株式処分に必要性及び相当性が認

められる旨の答申書を2025年９月26日に取得しております。

 
(特別委員会の意見の概要)

第１．結論

　　当委員会は、本自己株式処分に必要性及び相当性が認められると考える。

 
第２．理由

1.  本自己株式処分の必要性

(1) 本自己株式処分の理由・背景

当委員会がレビューした各資料及び当社の担当者からの説明・回答等によれば、当社が本自己株式処分を実施

する理由・背景及び資金使途は以下のとおりである。

①   　当社は、「お客さまの『あったらいいな』を超えて、日常の未来を生みだし続ける。」というパーパスを

掲げ、コンビニエンスストアのセブン‐イレブンをはじめとして、日本全国に28,000台以上のATMを展開す

るなど、多様な金融サービスを展開している。また、当社が2021年に策定した「中期経営計画」では、当社
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の持続的成長に向けて、基幹事業であるATMプラットフォーム事業の変革と積極的な投資を通じた戦略事業

分野での事業多角化を推進するなどの基本施策を掲げており、こうした基本施策のもと、様々な取組みを推

進してきた。

②   　他方で、当社グループを取巻く事業環境は、国内外における物価や金利の上昇、デジタル技術進展に伴う

決済手段の多様化や異業種の金融事業への新規参入等、ここ数年で急速に変化しており、こうした事業環境

の変化に対応しながら、顧客のニーズに応えた金融サービスをさらに展開・発展させるため、当社は、他社

との協業・提携も含めて、幅広く今後の戦略を検討してきた。こうした検討の中で、当社は、生活消費分野

に強みを持つ自社の様々な国内外ビジネス基盤を最大限活用しながら、市場や消費者ニーズに対応した

「マーケットイン」の発想による新たなビジネスの創出・客先開拓を行っている、総合商社である割当予定

先との協業を検討するに至った。

③   　当社は、両社グループが持つリソースやノウハウを最大限に活用し、新たな金融サービス領域での価値創

出を目指すために、本資本業務提携契約を締結し、当社がこれまで培ってきたATMやリテール金融サービス

のノウハウを、割当予定先のビジネス基盤と連携させることで、新たな金融サービスの創出・提供を目指し

たいと考えている。より具体的には、当社と割当予定先は、両社グループの企業価値向上のために、以下の

項目について互いに協力して取組みを推進することを企図している。

・  割当予定先の子会社である株式会社ファミリーマートが運営するコンビニエンスストア「ファミリー

マート」の店舗に、当社が運営するATM設備の設置を開始すること。

・  クレジットカード事業、決済事業、その他金融事業等に関する両社並びに両社の子会社及び関連会社の

間の業務提携及び資本提携について誠実に協議すること。

④   　当社は、割当予定先との協議を踏まえ、上記③記載の業務上の提携を推進していくに際しては、割当予定

先からの出資の受け入れを通じて割当予定先との関係を強化することが重要であると考えており、その方策

として、本自己株式処分を実施し、割当予定先による当社株式に係る発行済株式総数（自己株式を除く。）

に対する持株比率を16.34％（小数点以下第三位を四捨五入。）とすることを企図している。さらに、割当

予定先は、本自己株式処分による当社株式の取得と併せて、市場買付等により当社株式を追加取得する予定

であり、当該追加取得が完了した場合、割当予定先は議決権ベースで20％の当社株式を保有し、当社を持分

法適用関連会社とする予定である旨の意向を示しており、当社としても、割当予定先との関係構築の観点か

ら、割当予定先によるかかる追加取得を了承している。

⑤   　当社は、本自己株式処分による手取概算額合計51,366,600,000円については、本資本業務提携に伴って見

込まれる、ATM設置を中心とした成長投資として、新たなATM設置に係る費用やATM機内の現金充填等に充当

する予定であり、これにより、当社の収益力向上を通じた企業価値の向上及び株主価値の増大に貢献するも

のと考えている。

(2) 小括

以上を踏まえて、当委員会において慎重に審議・検討をしたところ、上記(1)記載の本自己株式処分の理由・背

景及び資金使途に関する当社の説明及び検討結果は当委員会としても理解できるところであり、本自己株式処分

の必要性が認められると考える。

 
2.  他の資金調達手段との比較における相当性

(1) 他の資金調達手段との比較

当社は、上記1.(1)に記載の理由から、割当予定先と業務提携を行うことが両社の企業価値向上に繋がるものと

考えており、業務提携を確実に推進していくにあたり、両社間で安定した信頼関係を築くために、割当予定先が

当社の株式を保有する形での資本提携も行うことで合意し、本自己株式処分を行うことを選択したとのことであ

る。

なお、本自己株式処分は当社による資金調達を伴うものであるところ、当社は、本自己株式処分にあたり、既

存株主への影響も考慮し、複数の資金調達方法を比較検討したが、以下の理由から、伊藤忠商事を割当予定先と

して、確実かつ速やかな資本増強策である本自己株式処分を実施することが最善と判断したとのことである。

①   　間接金融（銀行借入）による資金調達や、転換社債型新株予約権付社債を含む社債による資金調達は、負

債性のある資金調達を追加することで自己資本比率の低下を招き、当社の財務体質の維持・強化に資さず、

今回の資金調達方法としては適当でない。

②   　公募増資や株主割当、ライツオファリングについては、調達に要する時間及びコストも第三者割当による
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エクイティ・ファイナンスと比べて長期かつ割高となる傾向にあることや、中長期的な企業価値及び株主価

値の向上に資する資本業務提携を伴わないことから、株価に対する直接的な影響を与える可能性があると考

えられるため、今回の資金調達方法としては適当でない。

③   　新株予約権による資金調達は、発行時に必要な資金を調達できず、株価の動向により当初想定していた資

金調達ができない、又は、実際の調達金額が当初想定されている金額を下回る可能性があり、今回の資金調

達方法としては適当でない。

また、本自己株式処分により当社株式の希薄化が生じることになるが、当社は、下記3.(2)記載のとおり、本自

己株式処分が当社の企業価値及び株主価値の向上に資するものであり、結果として既存株主の利益向上にも資す

るものと判断したとのことである。

(2) 小括

以上より、当社は、他の資金調達手段との比較を含めて多角的に検討の上で、本自己株式処分が、既存株主へ

の影響、資金調達ニーズへの対応、資本業務提携の実施による競争力の強化等のバランスを図りつつ、当社の企

業価値及び株主価値の増大に資するものであり、最適な選択と判断したものと評価できる。かかる当社の判断は

当委員会としても理解できるところであり、本自己株式処分については、他の資金調達手段と比較して相当性が

認められると考える。

 
3.  本自己株式処分の条件の相当性

(1) 本株式の払込金額の相当性

当社は、本株式1株当たりの払込金額を、当社適時開示「自己株式の取得及び自己株式立会外買付取引

（ToSTNeT-3）による自己株式の買付けに関するお知らせ」において当社の親会社であった株式会社セブン＆ア

イ・ホールディングスの完全子会社（株式会社セブン‐イレブン・ジャパン、株式会社イトーヨーカ堂、株式会

社ヨークベニマル）からの自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による自己株式の買付けについて公表した2025

年６月19日の翌取引日である2025年６月20日から、当社適時開示「伊藤忠商事株式会社との資本業務提携協議の

開始について」において伊藤忠商事との本資本業務提携の協議開始について公表した2025年８月18日の前取引日

である2025年８月15日までの間の東京証券取引所における当社普通株式の終値の単純平均値（小数点以下第一位

を四捨五入。）である268円と決定した。

当社が上記期間の平均株価を基準としたのは、特定の一時点を基準にするより、一定期間の平均株価という平

準化された値を採用する方が、一時的な株価変動等の特殊要因を排除でき、算定根拠として客観性が高く合理的

であると考えられるところ、かかる一定期間として、当社の株主構成における重要な変更を伴う上記自己株式の

買付け（当該買付けにより、当社の親会社であった株式会社セブン＆アイ・ホールディングスは親会社に該当し

なくなり、「その他の関係会社」に該当することとなっている。）に関する公表日の翌日である2025年６月20日

から、伊藤忠商事との本資本業務提携に係る協議の開始を公表したことで本資本業務提携によって見込まれる当

社の企業価値の向上が市場株価に織り込まれる前の2025年８月15日までの期間とすることが適切であると判断し

たためとのことであるが、当社の市場株価の推移に照らし、このような判断に不合理な点は認められない。な

お、本株式1株当たりの払込金額（268円）は、本自己株式処分に関する取締役会決議日（2025年９月26日）の直

前取引日の東京証券取引所における当社普通株式の終値（290円）に対して7.6％のディスカウント、当該取締役

会決議日の直前1ヶ月間（2025年８月25日から2025年９月25日まで）の終値の単純平均値である288.7円に対して

は7.2％のディスカウント、同直前3ヶ月間（2025年６月25日から2025年９月25日まで）の終値の単純平均値であ

る277.3円に対しては3.4％のディスカウント、当該取締役会決議日の直前６ヶ月間（2025年３月25日から2025年

９月25日まで）の終値の単純平均値である270.2円に対しては0.8％のディスカウントをした金額となっており

（いずれも小数点第二位を四捨五入。）、かかるディスカウント率を含む本株式の払込金額が日本証券業協会の

「第三者割当増資の取扱いに関する指針」にも準拠していること等に照らしても、かかる決定には不合理な点は

認められない。

(2) 希薄化の規模

本自己株式処分により処分される本株式数191,700,000株は、本自己株式処分実施前の当社の発行済普通株式

（自己株式を除く）の総数981,485,325株（2025年６月30日時点）（総議決権数9,807,557個（2025年６月30日時

点））の19.53％（議決権における割合19.55％）に、本自己株式処分実施後の当社の発行済普通株式（自己株式

を除く）の総数1,173,185,325株（総議決権数11,724,557個）の16.34％（議決権における割合16.35％）（上記

2025年６月30日時点の当社の発行済株式総数及び総議決権数の各数値に本自己株式処分により処分される本株式
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数及びその議決権数を合算して算出）に、それぞれ相当し、上記(1)記載の払込金額を前提にすると、当社株式の

希薄化が生じることとなる。

もっとも、当社は、割当予定先との関係を構築し、また、ATM設置を中心とした成長投資に係る資金を本自己株

式処分により速やかに確保することが、当社の企業価値及び株主価値の向上にとって必要不可欠であると判断し

たとのことである。

本自己株式処分により当社株式の希薄化が生じるものの、上記のとおり、本自己株式処分は、割当予定先との

間の業務提携を通じ、事業運営及び業務戦略上重要な割当予定先との関係を構築し、また、当社の重要な事業分

野のための投融資資金等を確保することにより、収益力を向上させることで、当社の企業価値及び株主価値の向

上につながることが期待されると考えられ、本自己株式処分における発行株式数及び希薄化の規模は、既存株主

に不当な不利益を及ぼすものではないと評価できる。

(3) 本資本業務提携契約のその他の条件について

当委員会に提供された本資本業務提携契約は、上記1.(1)記載の本資本業務提携（本自己株式処分を含む。）の

内容に沿った条件となっている。

また、当社のガバナンスに対する影響や割当予定先との対等な提携関係等の観点からも、当委員会に提供され

た本資本業務提携契約の内容について、不合理な点は認められない。

(4) 手続の公正性

当社取締役会は、割当予定先及び本自己株式処分の成否からの独立性が認められる当社の社外取締役又は社外

監査役であり、かつ、東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員である平子取締役、高

藤取締役及び小川監査役の３名から構成される当委員会を設置し、当委員会に対して本諮問事項を諮問してお

り、当該諮問に際して、当委員会の判断を最大限尊重して本自己株式処分に関する意思決定を行うこと等を決定

した。

このように、本自己株式処分の検討については、公正な手続がとられていると考えられる。

(5) 小括

上記のとおり、本株式の払込金額は、客観性のある市場価格を基準とし、また、日本証券業協会の「第三者割

当増資の取扱いに関する指針」にも準拠しており、本株式の払込金額に関する決定に不合理な点は認められな

い。また、上記のとおり、本自己株式処分の実施により希薄化が生じるものの、本自己株式処分は当社の企業価

値及び株主価値の向上につながることが期待されることから、本自己株式処分における株式の処分数量及び希薄

化の規模は、既存株主にとっても合理的であると評価できる。さらに、本資本業務提携契約は、当社が企図して

いる本自己株式処分を含む本資本業務提携の内容に沿った条件となっており、不合理な点は認められない。

したがって、本自己株式処分の条件の相当性が認められると考える。

 
4.  割当先の適切性及び妥当性

本自己株式処分は本資本業務提携の一環として行われるものであり、上記1.(1)記載の本自己株式処分の理由・背

景を踏まえれば、割当先の選定理由について不自然な点は認められず、また、割当予定先の資金力及び反社会的勢

力との接点等についても懸念は見当たらない。

したがって、本自己株式処分に関し、割当先の適切性及び妥当性が認められると考える。

 
5.  結論

上記1.乃至4.記載の内容より、本自己株式処分には必要性・相当性が認められる。
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５ 【第三者割当後の大株主の状況】
 

氏名又は名称 住所
所有株式
数(千株)

総議決権数に
対する所有議
決権数の割合
(％)

割当後の所有
株式数(千株)

割当後の総議決権
数に対する所有議
決権数の割合(％)

株式会社セブン‐イ
レブン・ジャパン

東京都千代田区二番町８－
８

391,612 39.93 391,612 33.40

伊藤忠商事株式会社
大阪府大阪市北区梅田３丁
目１番３号

- - 191,700 16.35

日本マスタートラス
ト信託銀行株式会社
(信託口)

東京都港区赤坂１－８－１
赤坂インターシティＡＩＲ

93,524 9.54 93,524 7.98

株式会社日本カスト
ディ銀行(信託口)

東京都中央区晴海１－８－
12

39,488 4.03 39,488 3.37

ゴールドマン・サッ
クス証券株式会社　
ＢＮＹＭ
(常任代理人　株式
会社三菱ＵＦＪ銀
行)

東京都港区虎ノ門２－６－
１ 虎ノ門ヒルズステー
ションタワー

13,060 1.33 13,060 1.11

ＧＯＬＤＭＡＮ　Ｓ
ＡＣＨＳ　ＩＮＴＥ
ＲＮＡＴＩＯＮＡＬ
(常任代理人　ゴー
ルドマン・サックス
証券株式会社)

ＰＬＵＭＴＲＥＥ　ＣＯＵ
ＲＴ,　 25　ＳＨＯＥ　Ｌ
ＡＮＥ,　ＬＯ ＮＤＯＮ　
ＥＣ４Ａ　４ＡＵ,　 Ｕ.
Ｋ.

11,089 1.13 11,089 0.95

ＣＧＭＬ　ＰＢ　Ｃ
ＬＩＥＮＴ　ＡＣＣ
ＯＵＮＴ／ＣＯＬＬ
ＡＴＥＲＡＬ
(常任代理人　シ
ティバンク、エヌ・
エイ東京支店)

ＣＩＴＩＧＲＯＵＰ　ＣＥ
ＮＴＲＥ,　ＣＡＮＡＤ
Ａ　ＳＱＵＡＲＥ,　ＣＡ
ＮＡＲＹ　ＷＨＡＲＦ,　
ＬＯＮＤＯＮ　Ｅ14　５Ｌ
Ｂ

10,270 1.05 10,270 0.88

株式会社野村総合研
究所

東京都千代田区大手町１丁
目９番２号

10,000 1.02 10,000 0.85

日本電気株式会社 東京都港区芝５丁目７－１ 10,000 1.02 10,000 0.85

ＪＰ　ＭＯＲＧＡ
Ｎ　ＣＨＡＳＥ　Ｂ
ＡＮＫ　３８５７８
１
(常任代理人　株式
会社みずほ銀行決済
営業部)

２５　ＢＡＮＫ　ＳＴＲＥ
ＥＴ，　ＣＡＮＡＲＹ　Ｗ
ＨＡＲＦ，　ＬＯＮＤＯ
Ｎ ， 　Ｅ １ ４ 　５ Ｊ
Ｐ，　　ＵＮＩＴＥＤ　Ｋ
ＩＮＧＤＯＭ

9,106 0.93 9,106 0.78

計 ― 588,151 59.97 779,851 66.51
 

(注) １．割当前の「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、2025年３月31日現在の株主名

簿を基準として記載をしております。

２．当社は、2025年６月19日及び2025年６月20日に公表したとおり、2025年６月20日付で自己株式立会外買付取

引(ToSTNeT-3)による自己株式の買付けを実施しております。「総議決権数に対する所有議決権数の割合」

及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、2025年６月20日に実施した自己株式の買付け

及び本自己株式処分の結果を反映したものとして記載しております。

３．上記の割合は、小数点以下第三位を四捨五入して算出し、小数点以下第二位までの数値を記載しておりま

す。

 

６ 【大規模な第三者割当の必要性】

該当事項はありません。

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

該当事項はありません。
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第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。

 

第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

 

第１ 【公開買付け又は株式交付の概要】

 

該当事項はありません。

 
第２ 【統合財務情報】

 

該当事項はありません。

 
第３ 【発行者(その関連者)と対象者との重要な契約(発行者(その関連者)と株式交付子会

社との重要な契約)】

 

該当事項はありません。

 
第三部 【参照情報】

 

第１ 【参照書類】

 

会社の概況及び事業の概況等、金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参

照すること。

 

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度　第24期(自2024年４月１日　至2025年３月31日)

2025年6月18日に関東財務局長に提出

 

２ 【半期報告書】

該当事項はありません。

 

３ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日(2025年９月26日)までに、次の書類を提出しております。

(1) 2025年６月27日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づ

く臨時報告書であります。

(2) 2025年６月27日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨

時報告書であります。
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第２ 【参照書類の補完情報】

 

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書の提

出日以後本有価証券届出書提出日(2025年９月26日)までの間において生じた変更その他の事由はありません。また、当

該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されていますが、当該事項は本有価証券届出書提出日(2025年９月26日)

現在において変更の必要はないと判断しております。

 

第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

 

株式会社セブン銀行(東京都千代田区丸の内一丁目６番１号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 

第四部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第五部 【特別情報】

 

第１ 【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

 

該当事項はありません。
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